
1

令和７・８年度 入札参加資格審査申請書

提出要領（物 品）

下野市が実施する一般競争（指名競争）入札に参加を希望する方は、次により申請してくだ

さい。

１．入札参加資格審査申請の対象者

次のいずれかに該当する者については、入札参加する資格はありません。

ア．地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当する者

イ．地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号の規定に該当する事実があったと認められる者で

その事実があった後２年を経過しない者

ウ．市税・法人税・申告所得税及び消費税・地方消費税に未納のある者

エ．当該申請書又は添付書類中の重要な事項について虚偽に記載をし、又は重要な事実について記

載をしなかった者

オ．経営状態が著しく不健全であると認められる者

カ．入札参加資格を希望する業務について、引き続き２年以上従事している実績がない者

２．申 請 書   市指定様式とする（指定様式以外は不可）

※ 様式は市ホームページよりダウンロードできます

アドレス（https://www.city.shimotsuke.lg.jp）
３．添付書類   別紙提出書類一覧表（物品）のとおり

４．記載要領   別紙記載要領（物品）のとおり

５．有効期間   認定日から令和 ９年 ３月３１日まで

６．提 出 先  下野市役所 総務部 契約検査課   

７．提出方法   郵送（書留・特定記録・レターパック）のみ 当日消印有効

（市内業者は持参可）

         ※申請封筒に『入札参加資格審査申請書在中（物品）』と明記してください。

８．受付期間   令和７年４月１日（火）から令和８年 12 月 26 日（金）まで（土曜、日曜を除く）

９．受付時間   午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く）※持参の場合

10．そ の 他    (1)持参の場合、混雑時にはお待ちいただくことがあります。また内容を説明でき

る方が持参してください。

問い合わせ・申請先

〒３２９－０４９２ 栃木県下野市笹原２６番地

下野市役所 総務部 契約検査課

ＴＥＬ ０２８５－３２－８８９０  ＦＡＸ ０２８５－３２－８６０７
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提出書類一覧表 （物品）

No 書 類 の 名 称 備     考

１ 表紙
商号又は名称を記入してください。

受付番号は記載不要です。

２
入札参加資格審査申請書

市指定様式（様式１、様式１－１）

申請書の記載要領に基づき記入してください。

３
経営規模総括表

市指定様式（様式２）

４
実績調書

市指定様式（様式３）

希望する業種の直前２年度分の主な事業（売上）実

績を記入してください。業種１つにつき１枚提出す

ること。

５ 商業登記簿謄本又は身分証明書

法人の場合は商業登記簿謄本、個人の場合は身分証

明書（本籍地の市区町村窓口で発行する証明書）を

提出してください。

（発行日から３ヶ月以内のもの、写し可）

６ 納税証明書

法人：税務署で発行する消費税及び法人税納税証明

書（様式：その３の３）

個人：税務署で発行する消費税及び申告所得税納税

証明書（様式：その３の２）

※下野市内に本店及び営業所等のある場合は、本

市税務課で発行する全税目の納税証明書も提

出してください。

なお、納付すべき税額がない場合も必要で

す。（発行日から３ヶ月以内のもの、写し可）

７ 年間委任状（様式４）

年間委任状は、入札及び契約締結等について、年間

を通じて受任者を置いている場合に提出してくだ

さい。

※代表取締役が支店長を兼務している場合等、同一

人物への委任は認められません。代表者とは別に代

理人を設置してください。

８ 財務諸表（様式は任意）

直前１年分の営業年度

法人の場合：貸借対照表及び損益計算書の写しを提

出してください。

個人の場合は：所得税確定申告書（青色申告決算書）

の写しを提出してください。

９
誓約書

市指定様式（様式５）

暴力団の排除に関すること及び談合等、独占禁止法違

反行為をしないことを予め誓約していただくもので

あり、すべての方にご提出いただきます。代表者名に

より、提出してください。
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１０

下野市内支店営業所設置状況調書・職

員調書

市指定様式（様式６、様式７）

（準市内業者の認定を受ける場合の

み）

下野市内に支店・営業所を設置して、入札及び契約

締結等について、年間を通じて委任する場合に提出

してください。

１１ 代理店・特約店証明書
取扱メーカーの内、代理店又は特約店の資格を有す

るものについて提出してください。

１２
入札参加資格審査申請書チェック表

兼連絡票（物品）

提出者チェック欄にチェックのうえ、申請書に綴じ

こまず、申請書に添付して提出してください。
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申請書の記載要領（物品）

１．市指定様式（様式 １） 入札参加資格審査申請書  

⑴ 「令和  年  月  日」の欄には、申請日を記入してください。

⑵ 「新規継続区分」の欄は、初めて下野市に当該申請書を提出する場合には「１」を、それ以外

の場合には「２」を○で囲んでください。

⑶ 「契約委任」の欄は、下野市発注の物品製造･販売の入札及び契約締結等について、支店あるい

は営業所等に権限委任する者を、年間を通じて置いている場合には「１」を、置いていない場

合には「２」を○で囲んでください。

⑷ 「実印」の欄は、代表者の実印を押印してください。

⑸ 「使用印」の欄は、年間を通じて受任者を置いており、入札及び契約締結等において代表者の

実印を使用しない場合に押印してください。

⑹ 「商号又は名称」の欄の法人の種類を表す文字については、次表の略号を用いて記入してくだ

さい。また、「フリガナ」においては、法人の種類を表す文字については記入せず、会社名の「フ

リガナ」のみ記入してください。

法人の種類 略 号 法人の種類 略 号 法人の種類 略 号

株式会社 （株） 合同会社 （合） 財団法人 （財）

有限会社 （有） 協同組合 （同） 社団法人 （社）

合資会社 （資） 協業組合 （業） 一般財団法人 （一財）

合名会社 （名） 企業組合 （企） 公益財団法人 （公財）

⑺ 個人事業主の方は、通常の取引で使用している住所名称及び代表者氏名を記載してください。

【本店】

⑻ 「郵便番号」の欄は、本店所在地の郵便番号（７ケタ）を記入してください。

「所在地」の欄は、左詰めで本店のものを都道府県名から記入し、丁目、地番は「－（ハイフ

ン）により省略して記入してください。

「代表者職名」については代表者の役職名を記入し、「代表者氏名」の欄については代表者の氏

名を記入してください。

⑼ 「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」については、本店の連絡先を記入してください。

なお、市外局番、局番、番号の間は、「－（ハイフン）」で区切って記入してください。

【支店等】

⑽ 「支店等」の欄は、下野市との契約締結権を委任される場合に、その支店等について記入して

ください。

※ 記入については、【本店】の記載内容と同様に記載してください。

⑾ 「申請内容の確認先」の欄には、申請内容に不明な点等があった場合に問い合わせをしますの

で、申請書を作成した担当者の所属部署名・職名・氏名・連絡先を記入してください。
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２．市指定様式（様式 １－１）  

【入札に参加を希望する業種】

⑴ 下野市と取引を希望する業種を小分類ごとに、別紙「業種分類表」から記入してください。

なお、大分類は符号（英字）と分類名（項目）を、小分類は番号と分類名（項目）を記載し、「営

業品目」の欄には、具体的な品名・内容を記載してください。

⑵ 入札に参加を希望できる業種は、小分類で５業種（分類）までとします。

⑶ 「Ｋ その他の物品」の「６ その他」の場合は、具体的な品名・内容を記載してください。

３．市指定様式（様式 ２）  経営規模等総括表  

【申請者商号又は名称】

⑴ 様式１に記載した「商号又は名称」を記載してください。

【１．営業年数等】

⑵ 「創業」の欄は、事業開始又は会社設立年を記入してください。

⑶ 「現組織への変更」の欄は、組織変更をした場合に記入してください。

⑷ 「営業年数」の欄は、申請日までの営業年数を記入してください。

⑸ 「下野市（旧 南河内町・石橋町・国分寺町）との取引年数」の欄は、取引年数を記入し、取

引年数がない場合には「０」と記入してください。

【２．営業概要等】

⑹ 「従業員数」の欄は、経営者を含めた従事している職員の数を記入してください。

なお、「事務関係職員」の欄には販売員を含めた数、「工員･作業員」の欄には自動車運転手等を

含めた数をそれぞれ記入してください。

⑺ 「特約又は代理している会社名」の欄は、特約（代理）店として、その商品を確実に市に納入

できる場合に限り記入してください。

４．市指定様式（様式 ３）  実績調書

⑴ 市との取引を希望する希望する業種（小分類）ごとに作成してください。

⑵ 直前２年営業年度に完了した主な業務の実績について、各営業年度ごとに入札参加を希望す

る業種ごとに記入してください。

  ※直前２年度以上の実績が記載されていない業種は申請できません。

⑶ 入札参加資格を希望する業種について、業務実績（売上）がない業務は、入札参加を希望する

ことはできません。

⑷ 「発注者」欄は契約の相手方を記入してください。下野市のほか官公庁以外の民間・個人の方

との契約でもかまいません。

５．商業登記簿謄本  

⑴ 法人の場合は商業登記簿謄本、個人の場合は身分証明書を提出してください。

（発行日から３ヶ月以内のもの、写し可）



6

６．納税証明書  

⑴ すべて直前１ヵ年の完納証明を提出してください。

⑵ 法人にあっては、税務署で発行する法人税及び消費税の納税証明書（様式：その３の３）、個人

にあっては、税務署で発行する申告所得税及び消費税の納税証明書（様式：その３の２）をそ

れぞれ提出してください。

なお、下野市内に本店及び営業所等がある場合には、本市税務課で発行する全税目の納税証明

書も提出してください。

⑷ 納付すべき税額がない場合は、納付すべき税金がない旨の証明書を提出してください。

（発行日から３ヶ月以内のもの、写し可）

７．年間委任状

⑴ 委任状は、入札及び契約の締結についての権限を、年間を通じて委任する場合に提出してくだ

さい。

⑵ 代表者の住所、役職、氏名を記載し、代表者印を押印してください。

⑶ 受任者の氏名、役職、氏名を必ず記載し押印してください。

※代表取締役が支店長を兼務している場合等、同一人物への委任は認められません。代表者とは

別に代理人を設置してください。

※様式は下野市ホームページよりダウンロードしてください。

８．財務諸表 （様式は任意）

【財務関係】

⑴ 直前１年分の営業年度を提出してください。

法人の場合：貸借対照表及び損益計算書の写しを提出してください。

個人の場合：所得税確定申告書（青色申告決算書）の写しを提出してください。

１１．市指定様式（様式 ５）  誓約書   

この様式は、暴力団の排除に関すること及び談合等の独占禁止法違反行為を行わないことを

予め誓約していただくもので、全ての方にご提出いただきます。委任先を設けた場合でも、代

表者名を記名・押印したうえで提出しください。

１２．市指定様式（様式 ６、様式７）営業所設置状況調書・配置職員調書   

下野市内に支店・営業所を設置して、入札及び契約締結等について、年間を通じて委任する場

合かつ準市内業者の認定を受けることを希望する場合のみ提出してください。

準市内業者の認定要件

１）法律に基づく営業の許可を有すること

【例：建設工事・建設業法（昭和２４年法律第１００号）】

２）支店又は営業所等が登記されていること

３）事務所としての形態を整えていること
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※ 下野市内に支店・営業所を設置しない場合には、提出する必要はありません。

１４．代理店・特約店証明書

様式２において、「特約又は代理している会社名」を記入した場合、特約又は代理している会

社等が発行する特約店又は代理店証明書を提出してください。（写し可）

１３．入札参加資格審査申請書チェック票兼連絡票

申請書類のチェックにお使いください。なお、申請書類とあわせて提出してください。

申請書類に不備・不足等あった場合は再提出していただきます。その際、記載された担当者あ

てにＦＡＸまたはメールにて連絡票を送付いたします。定められた期間内に再提出してくださ

い。

その他

【受付票について】

・書類の到達は申請者側で確認できるため、到達確認のための書類や返信用のはがきを同封さ

れましても返送いたしませんのでご了承ください。

・入札参加資格が認められた場合には、入札参加資格者名簿を本市ホームページ上で公表しま

すのでご承知の上申請してください。
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書類１式をチェ
ック表と一緒に
クリアーホルダ
ーに入れる。

書 類を入れ

たクリアー

ホルダーに

入れて提出。

申 請 書 の 提 出 方 法

下野市におきましては、事務の効率化を図るため、「ファイリングシステム」を導入しています。

つきましては、下記により申請書を作成し、提出をお願いいたします。

記

【入札参加資格審査申請書の提出方法】

提出要領に基づき、申請書類をＡ４版に揃えてもらい、ホチキス止め（二ヶ所）し、受付審査表（チ

ェック表）と一緒に、透明のクリアーホルダーに挟み込んで提出してください。

※ 不足書類がないか受付審査表により必ずチェックしてください。

※ 申請書が厚くなり、ホチキス止めできない場合には、ダブルクリップ等でとめて提出してく

ださい。

※ 申請書審査の結果、書類不備・不足等があった場合には、差換えが必要となるため、袋とじ

にする必要はありません。

長辺を二ヶ所ホ

チキス止め、袋と

じはしない

  申  請  書

会社名

受付番号は記入しない

会社名は記入

申請書様式・付属資料は、Ａ

４版に揃え、要領の提出書類

一覧順に並べる

ｸﾘｱｰﾎﾙﾀﾞｰ

チェック表


